６　福島県原子力発電所立地地域振興基金貸付要綱

昭和６３年６月２８日制定　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最終改正　平成２４年１月１３日　　　　
（趣　旨）

第１条　この要綱は、福島県原子力発電所立地地域振興基金条例（昭和63年福島県条例第12号）及び福島県原子力発電所立地地域振興基金貸付規則（昭和63年福島県規則第31号。以下「規則」という。）に基づく資金の貸付けに関して必要な事項を定めるものとする。

（貸付対象事業）

第２条　規則第2条第5号の「その他知事が特に必要と認める事業」には、県営事業負担金で当該市町村の財政負担が大きいもの及び特別養護老人ホーム等の厚生福祉施設の建設事業に係る負担金又は助成金で当該市町村の財政負担が大きいものを含むものとする。

（資金の充当率等）

第３条　資金の充当率は、100％とする。

２　資金は、知事が特に必要と認める場合は地方債の充当残についても充当することができるものとする。

（貸付けを受けようとする事業の協議等）

第４条　資金の貸付けを受けようとする市町村等は次に掲げる書類を添えて、県市町村財政課長が別に定める日までに、福島県原子力発電所立地地域振興基金借入事業協議書（様式第1号）を県原子力等立地地域振興事務所長（以下「所長」という。）に提出しなければならない。

(1)　福島県原子力発電所立地地域振興基金借入事業計画書（様式第2号）
(2)　収益を図れる事業にあっては、収支計画表

(3)　その他知事が必要と認める書類

２　前項の協議を受けた所長は、その内容を査定し、県総務部長と協議のうえ、貸し付ける資金の予定額を当該市町村等に通知するものとする。

（償　還　等）

第５条　県市町村財政課長は、元利償還金を受け入れるときは、福島県原子力発電所立地地域振興基金元利償還金納付書（規則様式第4号）を当該市町村長又は一部事務組合管理者に送付するものとする。

２　規則第11条の規定による繰上償還をしようとする市町村等は、福島県原子力発電所立地地域振興基金繰上償還申請書（規則様式第5号）を所長を経由して知事に提出するものとする。

（返　還）

第６条　規則第９条第２項に規定する資金の返還の額は、貸付けに係る事業に要した経費に規則第７条による貸付決定の際に通知した上限充当率を乗じて得た額を、貸付額より控除して得た額について、10万円未満の端数を切り捨てた額とする。

２　規則第９条に規定する返還は、規則に定める福島県原子力発電所立地地域振興基金元利償還金納付書（様式第４号）により行うものとする。

（資金の使用状況に関する報告）

第７条　規則第15条に規定する報告は、資金の使用状況に関する報告書（様式第3号）を、貸付けを受けた日の属する年度の翌年度の６月末日までに、繰越事業であって当該期限までに事業が完了しないものにあっては、事業完了の日から起算して30日以内に、所長を経由して県総務部長に提出するものとする。

附　　　則
１　この要綱は、昭和63年6月28日から施行する。

２　平成16年4月1日から平成19年3月31日までの間は、第3条第1項中「85％」とあるのは「90％」とする。

附　　　則
この要綱は、平成3年4月1日から施行する。

附　　　則
この要綱は、平成6年4月1日から施行する。

附　　　則
この要綱は、平成12年9月22日から施行する。

附　　　則

この要綱は、平成14年10月17日から施行する。

附　　　則
この要綱は、平成15年4月1日から施行する。

附　　　則

この要綱は、平成15年8月21日から施行する。

附　　　則

この要綱は、平成16年4月1日から施行する。

附　　　則

この要綱は、平成17年３月1日から施行する。

附　　　則

この要綱は、平成18年４月1日から施行する。

附　　　則

この要綱は、平成20年4月1日から施行する。

附　　　則

この要綱は、平成24年1月13日から施行する。
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